
7

２　 公告場所
　　 植木町役場

熊本県公告第 710 号
　都市計画法（昭和 ��年法律第 ���号）第 ��条第 �項において準用する同法第 ��条第 �
項の規定により都市計画を変更したいので、同法第 ��条第 �項において準用する同法第 ��
条第 �項の規定により、次のとおり公告し、当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する。
　なお、熊本市の住民及び利害関係人は、期間満了の日の翌日から起算して �週間を経過
する日までに縦覧に供された都市計画の案について熊本県に意見書を提出することができ
る。
　　 平成 ��年 �月 �日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 都市計画の種類
　　 熊本都市計画都市高速鉄道九州旅客鉄道鹿児島本線
　　 熊本都市計画都市高速鉄道九州旅客鉄道豊肥本線
２　 都市計画の変更に係る土地の区域
　　 熊本市池田四丁目、池亀町、上熊本二丁目、上熊本三丁目及び花園一丁目の各一部
３　 都市計画の案の縦覧場所
　　 熊本県土木部都市計画課、熊本県熊本土木事務所企画調査課、熊本県熊本駅周辺整備
　事務所及び熊本市都市整備局計画部都市計画課
４　 縦覧期間
　　 平成 ��年 �月 �日から平成 ��年 ��月 �日まで

熊本県公告第 711 号
　熊本県環境影響評価条例施行規則（平成 ��年熊本県規則第 ��号）第 ��条第 �項により
読み替えて適用される熊本県環境影響評価条例（平成 ��年熊本県条例第 ��号）第 ��条第
�項の規定により熊本都市計画都市高速鉄道九州旅客鉄道鹿児島本線・豊肥本線に係る環
境影響評価準備書を作成したので、同規則第 ��条第 �項により読み替えて適用される同条
例第 ��条の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。
　　 平成 ��年 �月 �日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 都市計画決定権者の名称
　　 熊本県
２　 都市計画対象事業の名称、種類及び規模
　（１）�名称　 熊本都市計画都市高速鉄道九州旅客鉄道鹿児島本線・豊肥本線
　（２）�種類　 鉄道施設の改良の事業
　（３）�規模　 延長約 �キロメートル
３　 都市計画対象事業実施区域の位置
　　 熊本市池田四丁目、池亀町、上熊本二丁目、上熊本三丁目、花園一丁目、段山本町、新
　町三丁目、新町四丁目、横手一丁目、横手二丁目、春日三丁目、春日四丁目、春日六丁
　目、田崎一丁目及び田崎本町
４　 関係地域の範囲
　　 熊本市花園一丁目、新町四丁目、段山本町、春日二丁目、春日三丁目、島崎二丁目、小
　沢町、板屋町、細工町一丁目、細工町二丁目、細工町三丁目、細工町四丁目、細工町五
　丁目、古大工町、西阿弥陀寺町、二本木五丁目、田崎一丁目及び田崎本町の全域並びに
　熊本市釜尾町、京町本丁、上熊本一丁目、上熊本二丁目、上熊本三丁目、池亀町、池田
　一丁目、池田二丁目、池田三丁目、池田四丁目、花園二丁目、花園三丁目、花園五丁目、
　横手一丁目、横手二丁目、横手三丁目、宮内、古京町、新町一丁目、新町二丁目、新町
　三丁目、島崎一丁目、春日一丁目、春日四丁目、春日五丁目、春日六丁目、春日七丁目、
　西唐人町、魚屋町三丁目、呉服町一丁目、呉服町二丁目、呉服町三丁目、古桶屋町、川
　端町、京町二丁目、本山二丁目、二本木一丁目、二本木二丁目、二本木三丁目、二本木
　四丁目、田崎二丁目、田崎三丁目、蓮台寺一丁目、八島一丁目、八島二丁目及び蓮台寺
　四丁目の各一部
５　 環境影響評価準備書の縦覧場所、期間及び時間
　（１）�縦覧場所
　　　　 熊本県土木部都市計画課、熊本県熊本土木事務所企画調査課、熊本県熊本駅周辺
　　　 整備事務所及び熊本市都市整備局計画部都市計画課
　（２）�縦覧期間
　　　　 平成 ��年 �月 �日から平成 ��年 ��月 �日まで（土曜日、日曜日等の閉庁日を除
　　　 く。）
　（３）�縦覧時間
　　　　 午前 �時 ��分から午後 �時 ��分まで
６　 意見書の提出
　　 環境影響評価準備書について環境の保全の見地からの意見を有する者は、意見を書面
　により提出することができる。
７　 意見書の提出期限及び提出先その他意見書の提出に必要な事項
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　（１）�提出期限　 平成 ��年 ��月 ��日
　（２）�提出先　　 熊本県土木部都市計画課
　　　　　　　　　（〒 ��������　 熊本市水前寺六丁目 ��番 �号）
　（３）�意見書の提出に必要な事項
　　　　 意見書には次に揚げる事項を記載すること。
　　 ア　 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあってはその
　　　 名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
　　 イ　 意見書の提出の対象である環境影響評価準備書の名称
　　 ウ　 環境影響評価準備書についての環境の保全の見地からの意見及びその理由（日本
　　　 語により記載すること。）

熊本県公告第 712 号
　天草郡河浦町羊角湾土地改良区の役員が次のとおり退任及び就任した旨届出があった。
　　 平成 ��年 �月 �日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
退　 任

就　 任
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住　　　　　　　　　　　　　所氏　　　名役職名

天草郡河浦町大字久留���番地�

天草郡河浦町大字河浦����番地�

天草郡河浦町大字今田����番地�

天草郡河浦町大字河浦����番地

天草郡河浦町大字河浦���番地

天草郡河浦町大字河浦����番地

天草郡河浦町大字新合���番地

天草郡河浦町大字新合���番地�

牛深市深海町���番地

牛深市二浦町早浦���番地

牛深市深海町����番地

牛深市久玉町����番地���

牛深市久玉町����番地

天草郡河浦町大字新合����番地

天草郡天草町高浜甲第����番地

牛深市久玉町����番地

�　�　俊　雄

鎌　田　正　紀

平　野　方　樹

田　嶋　　　悟

村　上　啓　一

吉　仲　慶　豊

歳　田　秀　孝

吉　田　　　弘

山　�　裕　二

梅　田　良　二

川　元　忠　篤

西　村　武　典

古　山　　　林

吉　田　　　勝

吉　田　栄　法

小　羽　　　済

理　事

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

監　事

　〃

　〃

住　　　　　　　　　　　　　所氏　　　名役職名

天草郡河浦町大字久留���番地�

天草郡河浦町大字河浦����番地�

天草郡河浦町大字今田����番地�

天草郡河浦町大字河浦����番地

天草郡河浦町大字河浦����番地

天草郡河浦町大字河浦����番地

天草郡河浦町大字新合���番地

天草郡河浦町大字新合���番地�

牛深市深海町���番地

牛深市二浦町早浦���番地

牛深市深海町����番地

牛深市久玉町����番地���

牛深市久玉町����番地

天草郡河浦町大字河浦���番地

天草郡河浦町大字河浦����番地

牛深市久玉町����番地

�　�　俊　雄

鎌　田　正　紀

平　野　方　樹

田　嶋　　　悟

斎　藤　良　人

吉　仲　慶　豊

歳　田　秀　孝

吉　田　　　弘

山　�　裕　二

梅　田　良　二

川　元　忠　篤

西　村　武　典

小　羽　　　済

金　山　一　俊

池　田　豊　治

古　山　　　林

理　事

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

　〃

監　事

　〃

　〃
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熊本県公告第 713 号
　特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったので、特定非営利活動促進法
（平成 ��年法律第 �号）第 ��条第 �項において準用する同法第 ��条第 �項の規定により
次のとおり公告する。
　　 平成 ��年 �月 �日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 申請年月日
　　 平成 ��年 �月 �日
２　 名称
　　 特定非営利活動法人エヌピーオーくまもと
３　 代表者の氏名
　　 上土井　 章仁
４　 主たる事務所の所在地
　　 熊本県熊本市上通町 �番 ��号ロフティ長安寺ビル ���号室
５　 定款に記載された目的
　　 この法人は、分野や地域を越えた民間非営利組織の活動基盤の強化と、それらと企業
　及び政府・地方公共団体とのパートナーシップの確立を図ることにより、新しい地球市
　民による社会づくりの実現に寄与することを目的とする。

熊本県公告第 714 号
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　 平成 ��年 �月 �日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 競争入札に付する事項
　（１）　 調達物品及び数量　 超音波顕微鏡　 �式
　（２）　 調達物品の規格及び品質等　 入札説明書及び仕様書による。
　（３）　 納入期限　 平成 ��年 �月 ��日
　（４）　 納入場所　 熊本県工業技術センター
　（５）　 入札方法
　　　　 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の �パーセントに相�
　　　 当する額を加算した金額（当該金額に �円未満の端数があるときは、その端数金額
　　　 を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び
　　　 地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金
　　　 額の ���分の ���に相当する金額を入札書に記載すること。
２　 入札参加資格
　　 物品の購入契約等に係る一般競争入札及び指名競争入札参加者の資格審査要領（昭和
　��年熊本県告示第 ���号）に基づく必要な資格を得ている者
３　 入札参加資格を得るための申請方法
　（１）　 申請の方法
　　　　 ２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、熊本県の所定の競争入
　　　 札参加資格審査申請書に必要事項を記入のうえ、必要書類を添付し、次の場所へ提
　　　 出すること。
　（２）　 申請書の入手先及び提出場所並びに申請に関する問い合わせ先
　　　　 熊本県出納局管理調達課契約班
　　　　 郵便番号 ��������　 熊本県熊本市水前寺六丁目 ��番 �号（郵便番号 ��������と
　　　 した場合は、住所の記載は省略できる。）
　　　　 電話　 ������������　 内線 ����、����、����
４　 入札に参加できる者
　　 納入しようとする物品の仕様を示す書類を熊本県工業技術センターへ提出し、審査を
　受け、承認を得たことを証明する書類を提出した者
５　 契約条項を示す場所等
　（１）　 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
　　　　 ３の（２）記載のとおりとする。
　（２）　 入札説明書の交付
　　 ア　 入札に参加するために必要な関係書類その他入札に関する詳細な事項は、入札説
　　　 明書による。
　　 イ　 交付期限は、平成 ��年 ��月 ��日までとする。
　（３）　 入札及び開札の日時及び場所
　　 ア　 日時　 平成 ��年 ��月 ��日　 午後 �時 ��分
　　 イ　 場所　 熊本県熊本市水前寺六丁目 ��番 �号　 熊本県庁舎本館地下 �階入札室
　（４）　 入札書の提出方法
　　　　 ５の（３）記載の入札場所に、持参するものとする。ただし、持参できないとき
　　　 は、３の（２）記載の場所に平成 ��年 ��月 ��日までに必着するよう郵送（書留郵
　　　 便に限る。）すること。
６　 入札に関する事務を担当する部局の名称等
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　　 ３の（２）記載のとおりとする。
７　 その他
　（１）　 入札及び契約手続等において使用する言語及び通貨
　　　　 日本語及び日本国通貨とする。
　（２）　 入札保証金
　　　　 見積もった金額（消費税額及び地方消費税額を含む。）の ���分の �以上の金額を
　　　 ５の（３）記載の入札の日時までに納付すること。ただし、次のア又はイのいずれ
　　　 かに該当するときは、入札保証金の納付が免除される。
　　 ア　 入札に参加しようとする者が入札保証金以上の金額につき、保険会社との間に県
　　　 を被保険者とする入札保証保険契約を締結し、当該入札保証保険契約に係る保険証
　　　 券を提出したとき。
　　 イ　 入札に参加しようとする者が、過去 �か年の間に国（公団を含む。）又は地方公�
　　　 共団体とこの入札に付する事項と種類及び規模をおおむね同じくする事項に係る契
　　　 約を ��回以上にわたって締結し、かつ、これらを誠実に履行したことを証する書面
　　　 を提出したとき（その者が落札した場合において、契約を締結しないこととなるお
　　　 それがないと認められるときに限る。）。
　（３）　 契約保証金
　　　　 契約担当者が指定する日時までに、契約金額の ���分の ��以上の金額を納付する�
　　　 こと。ただし、次のア又はイのいずれかに該当するときは、契約保証金の納付が免
　　　 除される。
　　 ア　 当該入札において、契約金額の ���分の ��以上の金額につき、保険会社との間に�
　　　 県を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険
　　　 証券を提出したとき。
　　 イ　 過去 �か年の間に国（公団を含む。）又は地方公共団体とこの入札に付する事項�
　　　 と種類及び規模をおおむね同じくする事項に係る契約を �回以上にわたって締結し、
　　　 かつ�、これらを誠実に履行したことを証する書面を提出したとき（その者が、契約
　　　 を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。）。
　（４）　 入札の無効
　　　　 本公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務
　　　 を履行しなかった者のした入札その他入札説明書に記載する入札の無効に該当する
　　　 入札は、無効とする。
　（５）　 落札者の決定の方法
　　　　 有効な入札書を提出した者で、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申
　　　 込みをしたものを落札者とする。
　（６）　 最低制限価格
　　　　 設定しない。
　（７）　 契約書作成の要否
　　　　 要
　（８）　 その他詳細は入札説明書による。
　（９）　 この調達は、世界貿易機構（���）に基づく政府調達に関する協定の適用を受�
　　　 ける。
８　 �������
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　登載依頼

熊本県感染症発生動向調査企画委員会公告第 3 号
　熊本県感染症発生動向調査企画委員会の会議を、次のとおり開催する。
　なお、当該会議の傍聴手続は、次のとおり。
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　　 平成 ��年 �月 �日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県感染症発生動向調査企画委員会
１　 開催日時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会長　 古　 瀬　 昭　 夫
　　 平成 ��年 �月 ��日（水）
　　 午後 �時から午後 �時まで
２　 開催場所
　　 熊本市東町 ������
　　 熊本県健康センター　 �階会議室
３　 議題
　（１）　 平成 ��年 �月分の感染症発生動向調査の解析評価について
　（２）　 予防接種間違い防止マニュアル作成について
４　 傍聴者の定員
　　 ��人
５　 傍聴手続
　（１）　 傍聴希望者は、会議の開催予定時刻までに、当該会議の会場において、委員会の
　　　 会長の許可を得たうえで、会議の会場に入ることができる。
　（２）　 傍聴の手続は、先着順で行い、定員になり次第終了する。
６　 問い合わせ先
　　 熊本県熊本市水前寺六丁目 ��番 �号
　　 熊本県感染症発生動向調査企画委員会事務局（熊本県健康福祉部健康増進課）
　　（電話 ������������　 内線 ����）
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